
「緊急地震速報評価・改善検討会」（第9回）

緊急地震速報訓練・普及啓発取組状況

資料３
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平成28年度緊急地震速報訓練の実施状況
■緊急地震速報全国訓練の実施
 内閣府、消防庁、気象庁で連携して、関係省庁、関連団体等の協力を得ながら、
緊急地震速報の全国的な訓練を平成20年７月から毎年度２回の割合で実施。

 平成26年度以降、総合防災訓練大綱（中央防災会議）に緊急地震速報全国訓練の
実施が明示。

 平成28年度実施日時
平成28年 6月23日（水）主に国の機関・地方自治体を対象
平成28年11月 4日（金）国の機関や地方自治体のほか、民間企業・団体、学校、個人等が幅広く参加
※秋の訓練は、津波防災の日における訓練として実施（次頁参照）

緊急地震速報訓練へ
参加する自治体数の推移

※このほか、職員を対象と
した対応行動訓練を行う自
治体や、受信機器の動作確
認のみを行う自治体がある
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＜概要＞

気象庁から緊急地震速報（訓練報）を配信

気
象
庁

国の行政機関

地方公共団体
（防災行政無線等）

Ｊアラート
（消防庁）

学校、民間企業等

訓練参加者は、緊急地震速報を見聞きして
安全確保行動を実践

緊
急
地
震
速
報

（
訓
練
報
）

緊急地震速報から津波避難までの
一連の流れの訓練を実施 （一部自治体）

※テレビ、ラジオ、携帯電話（緊急速報メール）は対象外

総合防災訓練大綱に基づき、津波防災の日（11/5）を中心に、国の機関、地方自治体、学校、民間企業等
や個人が参加し、緊急地震速報を合図に身の安全を確保する訓練を実施。
平成28年度は、11月4日（金）に実施。 訓練により日頃からの地震や津波への備えの重要性を再認識

＜訓練参加団体数＞（訓練事前調査による）
地方自治体：1,788
うち、行動訓練や情報伝達訓練を実施する自治体：1,326
うち、Ｊアラートによる住民への情報伝達手段を起動する自治体：837

中央省庁の組織等：964か所
民間企業、各種団体等：960か所

※緊急地震速報の訓練報を配信する民間事業者：12

津波防災の日における緊急地震速報訓練(概要)
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スマートフォン用の訓練用アプリ※

を利用して、個人でも訓練を実施可

・アプリ利用実績：H27.11.5訓練 ： 654件
H28.11.4訓練 ： 1,111件

※実際の緊急地震速報ブザー音で訓練を実施
できるアプリ（ＮＴＴドコモ提供）

平成28年度のトピック
今回から、効果的な防災訓練と防災啓発提唱会議と連携し、緊急地震速報の全国訓練の実施日時に合わせた
シェイクアウト訓練の実施について広く呼びかけた。
⇒５都道府県（北海道、広島県、香川県、熊本県、宮崎県）、５市町村等が11/4にシェイクアウト訓練を実施。
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地震の際の防災マニュアル等の確認のため

受信端末など機器の動作確認のため
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津波防災の日における緊急地震速報訓練(アンケート)
緊急地震速報を利用した訓練に関するアンケート
期間：平成２８年１１月４日～１８日
対象：EEW訓練への参加呼びかけ機関全て
手法：Webアンケート（気象庁HP） 有効回答数：１６３５機関
問：訓練を実施した理由を教えてください

問：訓練に参加された方の人数をお聞きします

問：これまでに、緊急地震速報の発表を想定した訓練を何回実施した
ことがありますか（今回の訓練を除いて）

問：緊急地震速報の発表を想定した訓練は必要だと思いますか
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津波防災の日における緊急地震速報訓練(学校呼びかけ)

・津波防災の日における緊急地震速報訓練について（依頼）（H28.9.13）
気象庁 → 文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課

・緊急地震速報の訓練の実施等について（依頼） （H28.9.23）
文部科学省 → 各都道府県・政令指定都市教育委員会防災教育主管課

○気象庁と文部科学省が連携を取って、緊急地震速報訓練への参加を
呼びかけ

○地方気象台からも各都道府県への教育委員会への訓練参加への
お願いを実施

・地方気象台等から各都道府県への協力依頼（県によっては市町村の防災部局
へ訪問して参加協力をお願いしている）。
・県教育委員会から市町村教育委員会への依頼、県下教育現場全体への周知が
行われている県もある。
・地方気象台の調査によると、例えば、兵庫県では、全体の７割以上の公立学校が
訓練に参加し、熊本県では、県主催のシェイクアウト訓練に多数の学校が参加す
るなど、学校現場で積極的に訓練に参加していただいている。

（平成28年11月気象庁調べ）



：全体
：地震・津波関係、緊急地震速報

普及・啓発の取り組み状況
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出前講座 防災講演会

全体参加人数

・教育委員会、大学、校長会、学校
緊急地震速報に関する授業の指導展開例の作成、避難訓練用DVD作成、

学校防災アドバイザーとして助言、教師の支援、メルマガ配信

・地元自治体、地方整備局、警察本部
防災訓練の助言、リーフレット・パネル作成協力

・地元新聞社・放送局、コミュニティ放送、CATV
新聞コラム、番組出演、番組制作協力、ブース展示

・日本赤十字社、防災士会、医師会、消防団体等
講師派遣、防災フェア実施、防災キャンプ実施
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【普及・啓発取り組みの連携先】



平成28年度の主な実施イベント

■「緊急地震速報防災シンポジウム」の開催（平成28年11月24日）
主催：気象庁、緊急地震速報利用者協議会、（一財）気象業務支援センター
後援：内閣府（防災担当）、国民生活産業・消費者団体連合会
内容：
基調講演「熊本地震など過去の震災に学ぶ今後の大震災への備え」

福和伸夫 名古屋大学減災連携研究センター長・教授

パネルディスカッション～商業施設等における地震対策と緊急地震速報の活用～
パネリスト：国崎信江 危機管理教育研究所危機管理アドバイザー

佐藤昌人 高島屋総務本部法務・リスクマネジメント室

リスクマネジメント担当部長

福和伸夫 名古屋大学減災連携研究センター長・教授

橋本 勲 気象庁地震火山部管理課地震津波防災対策室長

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ：中川和之 時事通信社解説委員
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（パネルディスカッション）



高知県版 緊急地震速報対応行動事例集

■自主防災組織を対象とした緊急地震速報アンケートにおいて、「緊
急地震速報を見聞きした際に、子供も分かる高知県ならではの具体
的な行動を教えてほしい」と要望される。

■主婦、高齢者、大学生等の協力を得て、高知県の生活環境等を踏ま
えた対応行動をまとめ、主な行動を冊子にして県内各方面や出前講
演（62講演約5200名）で配付。気象台ＨＰでも公表。
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高知県版対応行動事例集
－その時、できることがあるぜよ。－

高知地方気象台



保育園において緊急地震速報を見聞した際の
保育士の対応行動高知地方気象台

■保育園においては、園児自らが強い揺れから身を守り、揺れがおさ
まったあと津波から避難するという行動をとることは極めて困難。
保育士の適切な指示と行動が園児の命を守る。

■地元保育園と連携し、保育園での生活場面に応じた保育士の対応行
動を作成・公表。全国保育協議会会報で取り組みが紹介。

■県教育委員会幼保支援課主催の県内保育士を対象とした「南海トラ
フ地震対策研修会」（県内3地区4会場350名）において行動を紹介。

保育園版－その時、できることがあるぜよ。－


